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（１）男女共同参画社会基本法 

（平成 11 年６月 23 日法律第 78 号） 

最終改正：平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がう

たわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における

取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が

必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社

会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにそ

の人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、そ

の個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一

世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあら

ゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らか

にしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国

民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢

の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要

性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、

並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画

的に推進することを目的とする。 

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員とし

て、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参

画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任

を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差

を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に

対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重

んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、

男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他

の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければなら

ない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度

又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の

社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすこと

により、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会に

おける活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なもの

とするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員

として、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体に

おける方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保され

ることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互

の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭

生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにする

ことを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と

密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形

成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形

成についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会

の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地

方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分

野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与

するように努めなければならない。 

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を

実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講
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じなければならない。 

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況

及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての報告を提出しなければならない。  

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状

況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな

ければならない。  

   第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的

施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に

関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるもの

とする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同

参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用す

る。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府

県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につ

いての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定める

ものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計

画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男

女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村

男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響

を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、

男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念

に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければな

らない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認め

られる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別

による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害す

る要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を

図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の

形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進する

ように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進

するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同

参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図る

ために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成

の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるように努めるものとする。  

   第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）

を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事

項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮

問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方

針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認

めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の
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形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣

総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指

定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のう

ちから、内閣総理大臣が任命する者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の

五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、

同号に規定する議員の総数の十分の四未満であってはならない。  

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただ

し、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると

認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な

資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を

求めることができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認め

るときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を

依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その

他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃

止する。  

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以

下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定により置かれた男

女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審

議会となり、同一性をもって存続するものとする。  

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定に

より任命された男女共同参画審議会の委員である者は、この法律

の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委員と

して任命されたものとみなす。この場合において、その任命され

たものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、

同日における旧審議会設置法第四条第二項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一

の期間とする。  

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定に

より定められた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第

三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法

律の施行の日に、第二十四条第一項の規定により審議会の会長と

して定められ、又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務

を代理する委員として指名されたものとみなす。  

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法

律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、

第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日 

（職員の身分引継ぎ） 

第三条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、

大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵

政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の

府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法律第

百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防

災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これ

らに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別

に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律

の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学

省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは

環境省（以下この条において「新府省」という。）又はこれに置

かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職

員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の

相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令

で定めるものの相当の職員となるものとする。  

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の

施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。  

 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月

六日から施行する。
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（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成 13 年４月 13 日法律第 31 号） 

最終改正：平成 26 年４月 23 日法律第 28 号 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等が

うたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行われて

いる。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大

な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分

に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多

くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶

者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の

妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図る

ためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための

施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力

を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うもの

である。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援

等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（定義）   

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者から

の身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は

身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる

心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二

において「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者

からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった

者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。  

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた

者をいう。  

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻

の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとと

もに、被害者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図

る責務を有する。  

   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等  

（基本方針）  

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労

働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務大臣」という。）

は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関

する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項にお

いて「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都

道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指針となる

べきものを定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的

な事項  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の

内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する重要事項  

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとすると

きは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。  

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県におけ

る配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計

画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものと

する。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的

な方針  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の

実施内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する重要事項  

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、

都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本

的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を

定めるよう努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画

を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。  

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又

は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他の援助を行

うよう努めなければならない。  

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等  
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（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の

適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするものとする。  

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよう

にするよう努めるものとする。  

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。  

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は

婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。  

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的

な指導その他の必要な指導を行うこと。  

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害

者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第八条の

三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護

を行うこと。  

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、

住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、情報の提

供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、

助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。  

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生

労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとする。  

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、

必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るた

めの活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。  

（婦人相談員による相談等）  

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うこ

とができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うこ

とができる。  

   第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身

体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）を受けてい

る者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は

警察官に通報するよう努めなければならない。  

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者

からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者

を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警

察官に通報することができる。この場合において、その者の意思

を尊重するよう努めるものとする。  

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他

の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定により通報する

ことを妨げるものと解釈してはならない。  

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者

からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者

を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター

等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければ

ならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は

相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三

項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容

について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けること

を勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止）  

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われている

と認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、警

察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令

の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶

者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所

在地を包括する方面を除く方面については、方面本部長。第十五

条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を

受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止する

ための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認める

ときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安

委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するため

の措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止

するために必要な援助を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める

福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」という。）は、

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭

和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところ

により、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所

等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の

保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互

に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の

執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅

速にこれを処理するよう努めるものとする。  

   第四章 保護命令  
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（保護命令）  

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対す

る脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してす

る脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。

以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力

を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対

する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二

条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に

対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける

身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後

に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっ

ては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てに

より、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、

当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ

れた場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項

第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、

次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲

げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配偶者が

生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居

（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につ

きまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないこと。  

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活

の本拠としている住居から退去すること及び当該住居の付近をは

いかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命

令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被

害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならない

ことを命ずるものとする。  

一 面会を要求すること。  

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又は

その知り得る状態に置くこと。  

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、

連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、若

しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの

間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電

子メールを送信すること。  

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させ

るような物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。  

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置く

こと。  

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る

状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他の

物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。  

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達し

ない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号におい

て単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が

幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居している子に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必

要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命

又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に

対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住

居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子

の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他そ

の通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命

ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、そ

の同意がある場合に限る。  

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族そ

の他被害者と社会生活において密接な関係を有する者（被害者と

同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項

及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）

の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っているこ

とその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要

があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が

生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺

につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所

在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるもの

とする。  

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。

以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の

者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同

意）がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相

手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないとき

は居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  



資料編 
 

77 

 

資
料
編 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を

管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保

護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面

でしなければならない。  

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を

受けた状況  

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生

命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対す

る暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっ

ては、被害者が当該同居している子に関して配偶者と面会する

ことを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する

必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっ

ては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会することを余

儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があ

ると認めるに足りる申立ての時における事情  

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前

各号に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護を求

めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項  

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所

属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニま

でに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同項第一号

から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載し

た書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ

二第一項の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判）  

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速

やかに裁判をするものとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができ

る審尋の期日を経なければ、これを発することができない。ただ

し、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達する

ことができない事情があるときは、この限りでない。  

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記

載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター

又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは

保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を

記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当

該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに

速やかに応ずるものとする。  

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相

談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人から相談を受

け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の

規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求める

ことができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなけ

ればならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、

理由の要旨を示せば足りる。  

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭し

た口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによって、その効

力を生ずる。  

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及

びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道

府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援

センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事

実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号

イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、

速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名

称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称

が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合に

あっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保

護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に

通知するものとする。  

５ 保護命令は、執行力を有しない。  

（即時抗告）  

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告

をすることができる。  

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因とな

ることが明らかな事情があることにつき疎明があったときに限

り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効

力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができ

る。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分

を命ずることができる。  

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力

の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四項までの規定

による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力

の停止をも命じなければならない。  

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることが

できない。  

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す

場合において、同条第二項から第四項までの規定による命令が発

せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなけ

ればならない。  

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、
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第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止を命じたと

き又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、

速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談

支援センターの長に通知するものとする。  

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判

所が保護命令を取り消した場合について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをし

た者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り消さなけれ

ばならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規

定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた

日から起算して三月を経過した後において、同条第一項第二号の

規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算

して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申

し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がな

いことを確認したときも、同様とする。  

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を

発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消す場合につ

いて準用する。  

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合につい

て準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に

当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定

による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と

共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者が

その責めに帰することのできない事由により当該発せられた命

令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該

住居からの転居を完了することができないことその他の同号の

規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があ

るときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令

を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ず

ると認めるときは、当該命令を発しないことができる。  

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用につい

ては、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」とあ

るのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条

第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」と

あるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項

本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲

げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並び

に第十八条第一項本文の事情」とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記

官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若し

くは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求す

ることができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立て

に関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定が

あり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、こ

の限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に

公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うことができな

い場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はそ

の支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせ

ることができる。  

（民事訴訟法の準用）  

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に

関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民事訴訟法（平

成八年法律第百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則）  

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続

に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

   第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等

に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」という。）

は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれ

ている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずそ

の人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十

分な配慮をしなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配

偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研

修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関

する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努めるものとす

る。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指導の方法、

被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研

究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上

に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助

を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければ

ならない。  

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人

相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。）  

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時

保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満た
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す者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員

が行う業務に要する費用  

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福

祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及

びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行

う業務に要する費用を支弁しなければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第

一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に

掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。  

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の

五以内を補助することができる。  

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同

項第三号及び第四号に掲げるもの  

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用  

   第五章の二 補則  

（この法律の準用）  

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生

活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共

同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手から

の暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、

当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、そ

の者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者

から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力

を受けた者について準用する。この場合において、これらの規定

中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する

関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二

に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者

をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配

偶者であった

者 

同条に規定する関係にあ

る相手又は同条に規定す

る関係にある相手であっ

た者 

第十条第一項から第

四項まで、第十一条第

二項第二号、第十二条

第一項第一号から第四

号まで及び第十八条第

一項 

配偶者 第二十八条の二に規定す

る関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又 第二十八条の二に規定す

はその婚姻が

取り消された

場合 

る関係を解消した場合 

 

   第六章 罰則  

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第

一項から第四項までの規定によるものを含む。次条において同

じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。  

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）又は第二十八条の二において読み替えて

準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八

条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定に

より記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護

命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センタ

ーに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セ

ンターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、

平成十四年四月一日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が

配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しく

は保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立

てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第

二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶

者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途

として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その

結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次項において

「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条

の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。  

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令

の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃であって生命
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又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法

律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定

による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限

る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用に

ついては、同項中「二月」とあるのは、「二週間」とする。  

（検討） 

第三条  新法の規定については、この法律の施行後三年を目途とし

て、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基

づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。  

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十条の規定

による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件

については、なお従前の例による。  

 

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行

する。 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改

正規定並びに附則第四条第一項及び第二項、第十四条並びに第

十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条

及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六年十月一

日 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い

必要な経過措置は、政令で定める。 
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（３）東京都男女平等参画基本条例 

（平成 12 年３月 31 日条例第 25 号） 

目次 

前文 

第１章  総則（第１条―第７条） 

第２章 基本的施策（第８条―第 11 条） 

第３章 男女平等参画の促進（第 12 条・第 13 条） 

第４章 性別による権利侵害の禁止（第 14 条） 

第５章 東京都男女平等参画審議会（第 15 条―第 19 条） 

附則 

 

男性と女性は、人として平等な存在である。男女は、互いの違

いを認めつつ、個人の人権を尊重しなければならない。 

東京都は、男女平等施策について、国際社会や国内の動向と協

調しつつ、積極的に推進してきた。長年の取組により男女平等は

前進してきているものの、今なお一方の性に偏った影響を及ぼす

制度や慣行などが存在している。 

本格的な少子高齢社会を迎え、東京が今後も活力ある都市とし

て発展するためには、家庭生活においても、社会生活においても、

男女を問わず一人一人に、その個性と能力を十分に発揮する機会

が確保されていることが重要である。男女が社会の対等な構成員

として社会のあらゆる分野の活動に共に参画することにより、真

に調和のとれた豊かな社会が形成されるのである。 

すべての都民が、性別にかかわりなく個人として尊重され、男

女が対等な立場であらゆる活動に共に参画し、責任を分かち合う

男女平等参画社会の実現を目指し、ここに、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女平等参画の促進に関し、基本理念並びに

東京都（以下「都」という。）、都民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、都の施策の基本的事項を定めることにより、男女

平等参画の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男

女平等参画施策」という。）を総合的かつ効果的に推進し、もっ

て男女平等参画社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 男女平等参画 男女が、性別にかかわりなく個人として尊重

され、及び一人一人にその個性と能力を発揮する機会が確保

されることにより対等な立場で社会のあらゆる分野における

活動に共に参画し、責任を分かち合うことをいう。 

二 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会についての男女間の格差を改善するため、必要な範

囲において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的

に提供することをいう。 

三 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により当該言動

を受けた個人の生活の環境を害すること又は性的な言動を受

けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女平等参画は、次に掲げる男女平等参画社会を基本理念

として促進されなければならない。 

一 男女が、性別により差別されることなく、その人権が尊重さ

れる社会 

二 男女一人一人が、自立した個人としてその能力を十分に発揮

し、固定的な役割を強制されることなく、自己の意思と責任

により多様な生き方を選択することができる社会 

三 男女が、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活

動及び政治、経済、地域その他の社会生活における活動に対

等な立場で参画し、責任を分かち合う社会 

（都の責務） 

第４条 都は、総合的な男女平等参画施策を策定し、及び実施する

責務を有する。 

２ 都は、男女平等参画施策を推進するに当たり、都民、事業者、

国及び区市町村（特別区及び市町村をいう。以下同じ。）と相互

に連携と協力を図ることができるよう努めるものとする。 

（都民の責務） 

第５条 都民は、男女平等参画社会について理解を深め、男女平等

参画の促進に努めなければならない。 

２ 都民は、都が行う男女平等参画施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動に関し、男女平等参画の促進に努

めなければならない。 

２ 事業者は、都が行う男女平等参画施策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

（都民等の申出） 

第７条 都民及び事業者は、男女平等参画を阻害すると認められる

こと又は男女平等参画に必要と認められることがあるときは、知

事に申し出ることができる。 

２ 知事は、前項の申出を受けたときは、男女平等参画に資するよ

う適切に対応するものとする。 

第２章 基本的施策 

（行動計画） 

第８条 知事は、男女平等参画の促進に関する都の施策並びに都民

及び事業者の取組を総合的かつ計画的に推進するための行動計

画（以下「行動計画」という。）を策定するものとする。 

２ 知事は、行動計画を策定するに当たっては、都民及び事業者の

意見を反映することができるよう、適切な措置をとるものとする。 

３ 知事は、行動計画を策定するに当たっては、あらかじめ東京都

男女平等参画審議会及び区市町村の長の意見を聴かなければな
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らない。 

４ 知事は、行動計画を策定したときは、これを公表しなければな

らない。 

５ 前三項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

（情報の収集及び分析） 

第９条 都は、男女平等参画施策を効果的に推進していくため、男

女平等参画に関する情報の収集及び分析を行うものとする。 

（普及広報） 

第 10 条 都は、都民及び事業者の男女平等参画社会についての理

解を促進するために必要な普及広報活動に努めるものとする。 

（年次報告） 

第11 条 知事は、男女平等参画施策の総合的な推進に資するため、

男女平等参画の状況、男女平等参画施策の実施状況等について、

年次報告を作成し、公表するものとする。 

第３章 男女平等参画の促進 

（決定過程への参画の促進に向けた支援） 

第 12 条 都は、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の

団体における方針の決定過程への男女平等参画を促進するための

活動に対して、情報の提供その他必要な支援を行うよう努めるも

のとする。 

（雇用の分野における男女平等参画の促進） 

第 13 条 事業者は、雇用の分野において、男女平等参画を促進す

る責務を有する。 

２ 知事は、男女平等参画の促進に必要と認める場合、事業者に対

し、雇用の分野における男女の参画状況について報告を求めるこ

とができる。 

３ 知事は、前項の報告により把握した男女の参画状況について公

表するものとする。 

４ 知事は、第 2 項の報告に基づき、事業者に対し、助言等を行う

ことができる。 

第４章 性別による権利侵害の禁止 

第 14 条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱い

をしてはならない。 

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを

行ってはならない。 

３ 家庭内等において、配偶者等に対する身体的又は精神的な苦痛

を著しく与える暴力的行為は、これを行ってはならない。 

第５章 東京都男女平等参画審議会 

（設置） 

第 15 条 行動計画その他男女平等参画に関する重要事項を調査審

議するため、知事の附属機関として東京都男女平等参画審議会（以

下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第 16 条 審議会は、知事が任命する委員 25 人以内をもって組織す

る。 

２ 委員は、男女いずれか一方の性が委員総数の四割未満とならな

いように選任しなければならない。 

（専門委員） 

第 17 条 専門の事項を調査するため必要があるときは、審議会に

専門委員を置くことができる。 

（委員の任期） 

第 18 条 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでと

する。 

（運営事項の委任） 

第 19 条 この章に規定するもののほか、審議会の組織及び運営に

関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。 
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（４）武蔵村山市男女共同参画計画市民懇談会設置要綱 

 

                             平成２５年７月５日 

                             訓令（乙）第１２０号 

平成２６年９月９日廃止 

（設置） 

第１条 武蔵村山市（以下「市」という。）における男女共同参画社会の形成を促進するた

めの基本的な計画となる武蔵村山市男女共同参画計画（以下「計画」という。）を策定す

るため、武蔵村山市男女共同参画計画市民懇談会（以下「市民懇談会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 市民懇談会は、市が行う男女共同参画社会の形成の促進に関し必要な事項につい

て調査検討し、その結果を市長に報告する。 

（組織） 

第３条 市民懇談会は、次に掲げるところにより市長が委嘱する委員１０人をもって組織

する。 

 ⑴ 識見を有する者 １人 

 ⑵ 武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会設置要綱（平成１２年武蔵村山市訓令（乙）

第２１号）第３条第２号の委員 ２人 

 ⑶ 自治会その他の市内で活動する公共的団体の代表者がその構成員のうちから推薦す

る者 ５人 

 ⑷ 公募による市民（市内に住所を有し、又は市内に通勤し、若しくは通学する満２０

歳以上の者をいう。） ２人 

２ 市長は、前項の規定により委員を委嘱しようとするときは、市民懇談会を構成する男

性及び女性の数がなるべく同数となるように配慮するものとする。 

（座長及び副座長） 

第４条 市民懇談会に、座長及び副座長１人を置く。 

２ 座長は前条第１号に掲げる者である委員をもって充て、副座長は委員のうちから座長

が指名する者をもって充てる。 

３ 座長は、市民懇談会を代表し、会務を総理する。 

４ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 市民懇談会の会議は、座長が招集する。 

２ 市民懇談会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 市民懇談会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、座長の決す

るところによる。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、第２条の規定による報告の終了をもって満了する。 



武蔵村山市第三次男女共同参画計画―男女ＹＯＵ・Ｉプラン― 

 

84 

（庶務） 

第７条 市民懇談会の庶務は、生活環境部協働推進課が行う。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、市民懇談会の運営に関し必要な事項は、座長が市

民懇談会に諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年７月５日から施行する。 

 

 

 

 

 

（５）武蔵村山市男女共同参画計画市民懇談会名簿 

 

氏   名 選 出 区 分 所 属 団 体 

澤 田  泉  識見を有する者  

田 中 勝 子 
男女共同参画推進市民委

員会委員（公募委員） 

 

藤 原 アヤ子  

朝 倉 高 志 

自治会その他の市内で活

動する公共的団体 

特定非営利活動法人ダイバーシティコミュ 

猪 股  昭  武蔵村山市自治会連合会（上水台自治会長） 

栗 原  誠  武蔵村山市商工会 

水 上 玲 子 国際ソロプチミスト武蔵村山 

森 林 育 代 特定非営利活動法人ダイバーシティコミュ 

青 木 裕 子 

公募 

 

渡 辺 真紀子  

（同一選出区分内五十音順、敬称略） 
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（６）武蔵村山市男女共同参画計画市民懇談会開催経過 

 

開催日 内 容 

第１回 

平成２５年 

１０月１７日（木） 

午後６時３０分～ 

・今後の会議の進め方について 

・計画の体系について 

・計画の基本理念について 

第２回 

平成２５年 

１１月１２日（火） 

午後６時３０分～ 

・計画の基本理念について 

・目標１（男女平等の意識づくり）について 

第３回 

平成２５年 

１２月１２日（木） 

午後６時３０分～ 

・目標１（男女平等の意識づくり）について 

・目標２（あらゆる分野における男女共同参画の推進）について 

・計画の基本理念について 

第４回 

平成２６年 

１月２１日（火） 

午後６時３０分～ 

・目標２（あらゆる分野における男女共同参画の推進）について 

・目標３（就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランス

の推進）について 

・計画の基本理念について 

第５回 

平成２６年 

２月１８日（火） 

午後６時３０分～ 

・目標３（就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランス

の推進）について 

・目標４（男女の人権の尊重と暴力の根絶）について 

・「計画の推進に向けて」について 

・計画の基本理念について 

第６回 

平成２６年 

３月１７日（月） 

午後７時～ 

・提言書の案の検討 
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（７）武蔵村山市男女共同参画計画策定委員会設置要綱 

 

                             平成２６年４月１４日 

                             訓令（乙）第５２号 

 

（目的） 

第１条 武蔵村山市における男女平等・男女共同参画社会の形成を促進するための基本的

な指針となる武蔵村山市男女共同参画計画（以下「計画」という。）を策定するため、武

蔵村山市男女共同参画計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、計画の策定に関し必要な事項を協議し、その結果を市長に報告する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人で組織する。 

２ 委員は、生活環境部長、企画財務部秘書広報課長、同部企画政策課長、総務部職員課

長、同部防災安全課長、市民部保険年金課長、生活環境部産業観光課長、健康福祉部高

齢福祉課長、同部障害福祉課長、同部子育て支援課長、同部健康推進課長、教育部教育

総務課長、同部教育指導課長、同部文化振興課長及び同部スポーツ振興課長の職にある

者をもって充てる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は生活環境部長の職にある委員を、副委員長は委員のうちから委員長が指名す

る者をもって充てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、生活環境部協働推進課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１４日から施行する。 
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（８）武蔵村山市男女共同参画計画策定委員会名簿 

 

区  分 氏 名 役 職 

委 員 長 山 田 行 雄 生活環境部長 

副委員長 田 代  篤  
子ども家庭担当部長 

子育て支援課長事務取扱 

委 員 小 林  真  秘書広報課長 

委 員 神 子 武 己 企画政策課長 

委 員 藤 本 昭 彦 職員課長 

委 員 鈴 木  浩  防災安全課長 

委 員 鈴 木 義 雄 保険年金課長 

委 員 田 代 勝 久 産業観光課長 

委 員 諸 星  裕  高齢福祉課長 

委 員 川 島 一 利 障害福祉課長 

委 員 有 山 友 規 健康推進課長 

委 員 松 下 君 江 教育総務課長 

委 員 榎 並 隆 博 
学校教育担当部長 

教育指導課長事務取扱 

委 員 山 田 義 高 文化振興課長 

委 員 指 田 政 明 スポーツ振興課長 

（敬称略。委員については設置要綱第３条第２項の順） 

  



武蔵村山市第三次男女共同参画計画―男女ＹＯＵ・Ｉプラン― 

 

88 

（９）武蔵村山市男女共同参画計画策定委員会開催経過 

 

開催日 内 容 

第１回 

平成２６年 

４月２３日（水） 

午後２時～ 

・副委員長の選任について 

・計画の基本理念について 

・計画の体系について 

第２回 

平成２６年 

６月３０日（月） 

午後２時～ 

・重点項目の位置付けについて 

・計画原案（第１章、第２章、第３章（目標１部分））について 

第３回 

平成２６年 

８月１４日（木） 

午後２時～ 

・計画原案（第３章（目標２、３部分））について 

第４回 

平成２６年 

９月２６日（金） 

午後３時～ 

・計画原案（第３章（目標４部分）、第４章）について 

第５回 

平成２６年 

１０月１６日（木） 

午後３時３０分～ 

・計画原案全体について 

・重点項目について 

・計画の評価方法について 

・計画概要版について 
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（10）武蔵村山市男女共同参画推進委員会設置要綱 

 

                             平成１２年３月１６日 

                             訓令（乙）第２０号 

 

 （設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現をめざし、武蔵村山市男女共同参画計画の効果的な推進

を図るため、武蔵村山市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、武蔵村山市男女共同参画計画に基づく施策に関し必要な事項を協議し、

その効果的な推進を図る。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１３人で組織する。 

２ 委員は、生活環境部長、企画財務部秘書広報課長、同部企画政策課長、総務部職員課

長、市民部保険年金課長、生活環境部産業観光課長、健康福祉部高齢福祉課長、同部子

育て支援課長、同部健康推進課長、教育部教育総務課長、同部教育指導課長、同部文化

振興課長及び同部スポーツ振興課長の職にある者をもって充てる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は生活環境部長の職にある委員を、副委員長は委員のうちから委員長が指名す

る者をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が召集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、生活環境部協働推進課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に

定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１４年３月２８日訓令（乙）第８号） 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年３月３１日訓令（乙）第２７号） 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 一部改正（平成２０年７月１５日訓令（乙）第１３４号） 
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   附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 一部改正（平成２４年２月２３日訓令（乙）第１１号） 

   附 則（平成２５年７月１日訓令（乙）第１１６号） 

 この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月３１日訓令（乙）第２６号） 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

（11）武蔵村山市男女共同参画推進委員会委員名簿 

 

区  分 氏 名 役 職 

委 員 長 山 田 行 雄 生活環境部長 

委 員 小 林  真  秘書広報課長 

委 員 神 子 武 己 企画政策課長 

委 員 藤 本 昭 彦 職員課長 

委 員 鈴 木 義 雄 保険年金課長 

委 員 田 代 勝 久 産業観光課長 

委 員 諸 星  裕  高齢福祉課長 

委 員 田 代  篤 
子ども家庭担当部長 

子育て支援課長事務取扱 

委 員 有 山 友 規 健康推進課長 

委 員 松 下 君 江 教育総務課長 

委 員 榎 並 隆 博 
学校教育担当部長 

教育指導課長事務取扱 

委 員 山 田 義 高 文化振興課長 

委 員 指 田 政 明 スポーツ振興課長 

（敬称略。委員については設置要綱第３条第２項の順） 
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（12）用語集 

 本計画の内容を理解する上での参考として、主な用語を分かりやすくまとめたものです。 

 

あ  

●育児・介護休業法 （４ページ） 

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」のことです。育児休

業・介護休業・子の看護休暇・介護休暇に関する制度を設けるとともに、子の養育や家族の介護を容

易にするため、所定労働時間等に関して事業主が講ずべき措置を定めるほか、労働者等に対する支援

措置を講じることを定めており、労働者の仕事と家庭生活の両立を支援することを目的としています。

平成２１年の改正では、３歳未満の子どもがいる従業員に対する短時間勤務制度の導入の義務付けや、

父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２か月までの間に１年間育児休業を取得可能とする（パ

パ・ママ育休プラス）ことに加え、配偶者が専業主婦（夫）の場合に育児休業を取得不可とすること

ができる制度が廃止されました。これらの制度の適用は、常時１００人以下の労働者を雇用する事業

主に対しては、しばらくの間留保されていましたが、平成２４年７月から適用されています。 

●イクメン （６ページ） 

育児を積極的に行う男性のことです。 

 

か  

●国際ガールズ・デー （５２ページ） 

平成２３年に国際連合が定めた「Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｄａｙ ｏｆ ｔｈｅ Ｇｉｒｌ Ｃ

ｈｉｌｄ」のことです。特に開発途上国では１８歳未満の女子の多くが経済的、文化的な理由により

学校に通えず、１０歳代前半での結婚を余儀なくされ、貧困の中で暮らしていること、先進国におい

ても、女子には様々な社会的制約が存在することを背景として、国際社会として女子の持つ可能性に

注目するものです。 

 

さ  

●ジェンダー （３ページ） 

「社会的・文化的に形成された性別」のことです。人間には生まれついての生物学的性別（セック

ス）があります。一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」

があり、このような男性・女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー）といいま

す。「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではなく、国

際的にも使われています。 
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●女性に対する暴力をなくす運動 （３９ページ） 

夫やパートナーからの暴力、性犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為など

女性に対する暴力をなくし、男女共同参画社会を築くために取り組む運動のことです。平成１３年６

月に政府の男女共同参画推進本部において決定されました。毎年１１月１２日から２５日（２５日は

国際連合が定めた「女性に対する暴力撤廃国際日」）までの２週間を運動期間として、社会の意識啓

発など女性に対する暴力の問題に関する取組を行っています。 

●女性のエンパワーメント （３ページ） 

女性が個人としても、社会集団としても意思決定過程に参画し、自律的な力をつけて発揮すること

です。 

●人権週間 （５ページ） 

国際連合が１９４８年１２月１０日に「世界人権宣言」を採択したことを記念して、法務省と全国

人権擁護委員連合会が人権尊重思想の普及高揚を図るため、昭和２４年に決定したキャンペーン期間

です。毎年１２月４日から１２月１０日までの１週間を期間として、世界人権宣言の趣旨及びその重

要性を広く訴えかけるととともに、集中的な啓発活動が全国で行われています。 

●ストーカー行為 （３５ページ） 

平成１２年に施行された「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストーカー規制法）」では、

身体の安全や住居等の平穏や名誉が害され、または行動の自由が著しく害される不安を覚えさせるよ

うな方法による「つきまとい等」（恋愛感情等の好意感情またはそれが満たされなかったことに対す

る怨恨の感情を充たす目的で、その人や家族等に対して行うつきまとい、待ち伏せ、無言電話、連続

した電話や電子メール等の行為）を同一の人に対して繰り返して行うことを「ストーカー行為」と規

定しています。 

●性的少数者（セクシュアル・マイノリティ） （２９ページ） 

身体の性と心の性が一致せず、身体の性に持続的な違和感を持つ状態（性同一性障害）にある人、

恋愛や性愛の対象（性的指向）が同性または両性である人、先天的に身体上の性別が不明瞭（性分化

疾患）である人など、何らかの意味で「性」の在り方が非典型的な人のことです。 

●性同一性障害者 （２９ページ） 

身体の性と心の性が一致せず、身体の性に持続的な違和感を持つ状態にある人のことです。 

●セクシュアル・ハラスメント （１２ページ） 

政府の男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会報告書「女性に対する暴力について

の取り組むべき課題とその対策」（平成１６年３月）では、セクシュアル・ハラスメントについて、「継

続的な人間関係において、優位な力関係を背景に、相手の意思に反して行われる性的な言動であり、

それは、単に雇用関係にある者の間のみならず、施設における職員とその利用者との間や団体におけ

る構成員間など、様々な生活の場で起こり得るものである。」と定義しています。 

●ソーシャル・ネットワーキング・サービス （２６ページ） 

友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的とする、コミュニテ

ィ型のサービスのことです。 
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た  

●男女共同参画社会基本法 （３ページ） 

平成１１年６月に施行された法律です。男女共同参画社会の形成に関して、基本理念を定め、国や

地方公共団体、国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会形成の促進に関する施策の基

本となる事項を定めています。 

●男女共同参画週間 （２４ページ） 

男女共同参画社会の形成に向け、男女共同参画社会基本法の目的及び基本理念に関する国民の理解

を深めるため、平成１２年１２月に政府の男女共同参画推進本部において決定されたキャンペーン期

間です。毎年６月２３日から２９日までの１週間を期間として、男女共同参画社会の形成の促進を図

るための様々な行事等が全国で行われています。 

●男女雇用機会均等法 （４ページ） 

「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」のことです。憲法の理念

にのっとり、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就

業に関して、妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を推進することを目的としています。募

集・採用・昇進など、働く権利や労働条件において性別を理由とする差別の禁止、実質的に性別を理

由とした差別となる恐れがある行為（間接差別）の禁止、妊娠・出産等を理由とする不利益な取扱い

等が禁止されているほか、事業所に対してセクシュアル・ハラスメント防止の義務やポジティブ・ア

クション（積極的改善措置）の奨励等を規定しています。 

●DV（ドメスティック・バイオレンス） （５ページ） 

配偶者やパートナー等の親密な関係にある（あった）人からふるわれる暴力のことをいいます。殴

る、蹴る等の身体的暴力に限らず、暴言や無視をする精神的暴力、行動を制限する等の社会的暴力、

生活費等を渡さない経済的暴力行為も含まれます。 

●DV防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律） （４ページ） 

平成１３年に施行された法律で、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を

整備し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的としています。主に平成１６年、

１９年、２５年に改正されており、平成２５年の改正では、生活の本拠をともにする交際相手からの

暴力及びその被害者について、この法律を準用することとなりました。 

ＤＶ防止法でいう配偶者には、婚姻の届出をしていないいわゆる「事実婚」を含み、男性、女性の

別を問いません。離婚後も引き続き暴力を受ける場合もこの法律の対象となります。また、「暴力」

は、身体的暴力に加えて精神的暴力・性的暴力といった心身に有害な影響を及ぼす言動が該当します。 

●デートDV （２０ページ） 

交際中の恋人の間で起こる暴力のことです。殴る、蹴る等の身体的暴力のほか、相手を思いどおり

に支配しようとする態度や行為も含みます。一部を除きＤＶ防止法に規定するＤＶには該当しません

が、ＤＶ同様の深刻な被害が引き起こされることから、防止に向けた取組が重要です。 
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●テレワーク （６０ページ） 

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のことです。在宅勤

務やサテライトオフィスを利用する勤務、個人事業者が行うＳＯＨＯ等の形態があります。 

●東京都女性相談センター （４２ページ） 

女性からの様々な相談に応じる東京都の施設です。配偶者からの暴力で悩んでいる人のための配偶

者暴力相談支援センターでもあり、緊急時の保護や自立のために支援が必要な女性の相談を受け付け

ています。 

 

は  

●パートタイム労働法 （６０ページ） 

「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」のことです。一般に、パートタイム労働者の待

遇が働きや貢献に見合ったものとならず、通常の労働者と比べて低くなりがちな状況にあることから、

パートタイム労働者の就業の実態を考慮して雇用管理の改善に関する措置を講じることにより、通常

の労働者との均等・均衡待遇の確保を推進することを目指しています。平成２６年４月に改正法が公

布され、パートタイム労働者の対象範囲を拡大するとともに、パートタイム労働者の待遇と正社員の

待遇を相違させる場合には、職務の内容や人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して不合理と認め

られるものであってはならないとする「短時間労働者の待遇の原則」の規定が新設されており、平成

２７年４月から施行される予定です。 

●パープルリボン運動 （３９ページ） 

１９９４年にアメリカで発祥した、個人間の暴力や虐待防止と啓発を目的とした運動のことです。

紫色のリボンを身につけることで、個人間の暴力や虐待に関心を呼び起こすとともに、暴力の下に身

を置いている人々に勇気を与えようとの願いから、世界４０か国以上に広がっている草の根運動です。 

●配偶者暴力相談支援センター （３４ページ） 

ＤＶ防止法に基づき、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、相談や相談機関の紹

介、カウンセリング、被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護、被害者が自立し

て生活することを促進するための情報提供等の援助等を行う施設です。ＤＶ防止法では、都道府県が

設置する婦人相談所等が配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすほか、市町村も自らが設置する

適切な施設において、配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすよう努めるものとされています。 

●ポジティブ・アクション （２０ページ） 

「積極的改善措置」ともいい、様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善す

るため、必要な範囲内で男女のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供するもので

す。ポジティブ・アクションの例として、審議会等委員への女性の登用のための目標の設定や、女性

公務員の採用・登用の推進等があります。 

男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は国の責務として規定され、また、国に準じた施策

として地方公共団体の責務にも含まれています。 
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●民間シェルター （４１ページ） 

民間団体が運営している、暴力を受けた被害者が緊急・一時的に避難できる施設のことです。民間

シェルターは、被害者の一時保護にとどまらず、相談への対応、被害者の自立へ向けたサポートなど、

被害者に対する様々な援助を行っています。ＮＰＯや社会福祉法人等の法人格を持つところもありま

す。 

●メディア・リテラシー （２３ページ） 

情報を流通させる媒体（メディア）を使いこなし、情報を主体的に読み解いて活用する能力のこと

です。メディアの特性や利用方法を理解し、適切な手段で自分の考えを他者に伝達し、あるいは、メ

ディアを流れる情報を取捨選択して活用するものです。 

 

ら  

●リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） （３１ページ） 

女性自身が生涯を通じて健康を自己管理するとともに、子どもを産むかどうか、産むとしたらいつ、

何人産むかといった、性と身体を含む自分の人生について自己決定する権利を持ち、妊娠・出産を含

んだ性の問題を女性の人権に関わる問題として捉える考え方のことです。 

 

わ  

●ワークシェアリング （６０ページ） 

雇用機会、労働時間、賃金という３つの要素の組み合わせを変化させることを通じて、一定の雇用

量を、より多くの労働者の間で分かち合う働き方のことです。 

●ワーク・ライフ・バランス （５ページ） 

「仕事」と、子育てや親の介護、地域活動、自己啓発等の「仕事以外の生活」を、自ら希望する形

で調和させることができる状態のことです。ワーク・ライフ・バランスが実現すれば、個人は、より

充実した生活を送り、成長しながら働くことができ、企業は、社員の力を十分に引き出して、持続的

に発展することができ、社会全体にも活力が生まれます。 
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